
令和 2 年度 第 3 回 太宰府市情報公開・個人情報保護審議会 

令和 3 年 3 月 4 日（木）15:00～ 

市役所 3 階 庁議室 

議 題 

1 個人情報ファイル登録票及び目的外利用等記録票の新規作成、修正について 

 資料 1  新生児臨時特別給付金支給事務      ：福祉課 

資料 2  介護保険給付事務及び指定・指定事務   ：介護保険課 

     （追加資料有り） 

2 前回審議会での確認事項について 

 資料 3 林地台帳整備事務（産業振興課）、農地台帳管理事務（農業委員会） 

     （追加資料有り） 

3 太宰府市長が取り扱う個人情報の保護に関する太宰府市個人情報保護条例施

行規則の一部改正（案）について 

資料 4 新旧対照表、変更様式 

4 その他 



個人情報ファイル登録年月日  令和02年10月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 新生児臨時特別給付金支給事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

特別定額給付金の対象とならなかった、令和2年4月28日以降に生まれた新生児を対象に、市の独
自事業として新生児臨時特別給付金事業を実施することに伴い、対象児1名あたり10万円の支給事
務を行うため。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

■識別番号

■氏名
■住所
■生年月日・年齢

□性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
■印影

□収入状況
□資産状況
□税状況
□公的支援状況
■口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

□図面

■画像

■電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

□個人番号

収集方法
■本人
□本人以外

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

□有

■無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

□有

■無

外部委託 □有

■無

令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれ、出生
により本市に住民登録された新生児

太宰府市新生児臨時特別給付金申請書

特定個人情報
該当の有無

□有

■無

福祉政策係1230100-001管理項目 福祉課381ID
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資料 １



新生児臨時特別給付金支給事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 市長

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称 （※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

■有　□無

福祉政策係1230100-001管理項目 福祉課381ID
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令和2年度新生児臨時特別給付金事業
•対象者
令和2年4月28日から令和3年3月31日までに生まれ、出生により

※国の特別定額給付金の対象者が令和2年4月27
録されている方となっているため、以降に出生した新生児を対象とする。
•受給権者

•申請期間
令和2年10月1日から令和3年4月20日まで
•給付内容
新生児臨時特別給付金 一人につき10万円
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申請及び給付方法

②令和2年10月1
（1）
（2）返信用封筒により対象世帯からの申請
（3）申請書内容に基づき支給（口座振込）⇒支給決定通知
※他市町村及び夜間・土日祝日に出生届を提出した世帯には個別に
申請書を送付する

○新型コロナウイルス感染症対策のため、原則郵送での申請とする

①令和2年9月30
（1）対象世帯へ個別に申請書を発送（特定記録郵便）
（2）返信用封筒により対象世帯からの申請
（3）申請書内容に基づき支給（口座振込）⇒支給決定通知
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個人情報ファイル登録年月日  平成17年04月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 介護保険給付及び支給事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

介護保険法に基づいて、各種介護（予防）サービス費の支給、及び介護（予防）福祉用具購入
費、介護（予防）住宅改修費等の支給を行うため。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

■識別番号

■氏名
■住所
■生年月日・年齢

■性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
■親族関係
■婚姻歴

■健康状態
■傷病歴
■障害
■身体・性格の
特徴

□学業・学歴
■職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

■収入状況
□資産状況
■税状況
□公的支援状況
■口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

■図面

■画像

■電磁的記録併用有

■電磁的記録併用有

■電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

■個人番号

収集方法
■本人
■本人以外(本人以外の詳細は別紙）

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

■有（詳細は別紙）

□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

■有（詳細は別紙）

□無

外部委託 ■有（外部委託の詳細は別紙）

□無

介護サービス受給者・利用者 介護保険受給者

介護老人福祉施設旧措置入所者 公費負担分介護サービス受給者

訪問介護サービス受給者 要介護認定者

介護給付費過誤申立関係ファイル 居宅サービス計画作成依頼（変更）届出関係

介護保険給付適正化関係ファイル 介護保険住宅改修費支給申請関係ファイル

介護保険福祉用具購入費支給申請関係 要介護認定等の資料提供に係る申出書

軽度者に対する福祉用具貸与の例外給付関係 介護保険サービス利用者負担額助成対象確認申請書

高額介護サービス費支給申請関係 事故報告

社会福祉法人利用者負担減額関係 償還払い分介護給付費支払い関係

介護保険負担限度額認定申請関係 訪問介護利用者負担額減額申請関係

特定個人情報
該当の有無

■有

□無

介護保険係1230300-001管理項目 介護保険課237ID
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介護保険給付事務及び指定・指導事務

介護保険法に基づき、各種介護（予防）サービスの支給を行い、
その適正化を図るとともに、事業所の指定・指導を行うため。

地域密着型サービス事業者指定・指導関係 居宅介護支援事業所指定・指導関係

資料 ２



介護保険給付及び支給事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 市長

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称 （※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

㈱日立システムズ システム保守/
民間企業 ケアプランの検証など/

介護保険システム（ライフパートナー）

保有課所属名称 事務等の名称 根拠条文　条-項-号保有課実施機関

税務課 個人市県民税特別徴収賦課事務市長 47 8の2-3

税務課 個人市県民税普通徴収賦課事務市長 52 8の2-3

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

居宅介護支援事業所 7-3-2

介護保険サービス事業者 7-3-2

国民健康保険団体連合会 7-3-2

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

九州大学 8-1-7

利用課実施機関 根拠条文　条-項-号利用課所属名称 事務等の名称

市長 国保年金課 国民健康保険高額療養費支給事務273 8-1-1

市長 都市計画課 空家等の管理事務337 8-1-2

保有課所属名称 事務等の名称保有課実施機関

税務課 個人市県民税特別徴収賦課事務市長 47
税務課 個人市県民税普通徴収賦課事務市長 52

利用課実施機関 利用課所属名称 事務等の名称

市長 国保年金課 国民健康保険資格管理事務268

■有　□無

介護保険係1230300-001管理項目 介護保険課237ID
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2021.3.4 個人情報保護審議会 資料 

地域包括支援センター
介護予防ケアマネジメント 他

40歳以上の人
（被保険者）

サービス事業者
太宰府市
（保険者）

介護保険制度のしくみ【概要】 

●介護保険料の納付 

●要介護認定の申請 

●指定（更新含む） 

●指導 

●介護報酬支払 

●要介護認定 

●保険証等交付 

●利用者負担の支払 

●ケアプラン作成

●サービスの提供 

市が指定する事業者 
◆居宅介護支援事業者 
◆介護予防支援事業者【地域包括支援センター】 
◆地域密着型（介護予防）サービス事業者 

1

資料 2 追加資料



様式第１号（第２条関係）

年　　　　月　　　　日　

太宰府市長　殿

所在地

申請者 名　 称

代表者職・氏名 印

介護保険法に規定する事業者に係る指定を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

フリガナ

名　　称

電話番号 ＦＡＸ番号

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護保険事業者番号 （既に指定又は許可を受けている場合）

医療機関コード等 （保険医療機関として指定を受けている場合）

※裏面に記載に関しての備考があります。

指定を受けている他市町村名

付表２

付表３

付表４

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
所
の
種
類

実施
事業

指定申請をする
事業の事業開始
予定年月日

指定地域密着型（介護予防）サービス事業者　指定申請書

付表１

付表２

付表３

付表４

様　式

代表者の住所

既に指定を受け
ている事業の
指定年月日

主たる事務所の
所在地

（郵便番号　　　　－　　　　　　）
　　　　　　　　　県　　　　　　郡市

同一所在地において行う事業等の種類

フリガナ 生年
月日氏　名

申

請

者

職名

連絡先
Email

代表者の職名・氏
名・生年月日

（郵便番号　　　　－　　　　　　）
　　　　　　　　　県　　　　　　郡市

地
域
密
着
型

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

付表５

付表６

付表７

付表８

付表９
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備考
1　「指定申請をする事業」及び「既に指定を受けている事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。
2  保険医療機関、保険薬局、老人保健施設又は老人訪問看護ステーションとして既に医療機関コード等が付番されている
場合には、そのコードを「医療機関コード等」欄に記載してください。複数のコードを有する場合には、適宜様式を補正して､
そのすべてを記載してください。
3 既に地域密着型サービス事業所の指定をうけている事業者が、地域密着型介護予防サービス事業所の指定を受ける場
合において、届出事項に変更がないときには、「事業所の名称及び所在地」「申請者の名称及び主たる事務所の所在地並
びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名」「当該申請に係わる事業の開始予定年月日」「当該申請に関する事
項」「欠格事由に該当しないことを誓約する書面」「介護支援専門員の氏名及び登録番号」「その他指定に関し必要と認め
る事項」を除いて届出を省略できます。また、既に地域密着型介護予防サービス事業所の指定を受けている事業者が、地
域密着型サービス事業所の指定を受ける場合においても同様に届出を省略できます。
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様式第9号(第6条関係) 

受付番号 

指定居宅介護(予防)支援事業者 指定更新(許可)申請書 

年  月  日 

    太宰府市長 殿 所在地                 

申請者  名 称                 

代表者職・氏名         印  

  介護保険法に規定する事業者に係る指定更新(許可)を受けたいので、下記のとおり、関係書類を添えて申請します。

申
請(

開
設)

者

フリガナ 

名称 

主たる事務所

の所在地 

(郵便番号     ―       ) 

都道

府県 

      市郡 

      区 

(ビルの名称等) 

申請者連絡先 電話番号 FAX番号 

法人の種別 法人所轄庁 法人設立年月日 

代表者の職名・

氏名・生年月日
職名 

フリガナ   生年月日 

氏名 

代表者の住所

及び電話番号 

(郵便番号     ―       ) 

都道

府県 

      市郡 

      区 電話番号 

(ビルの名称等) 

指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
事
業
者
の
種
類

フリガナ 

名称 

事業所等の

所在地 

(郵便番号     ―       ) 

都道

府県 

      市郡 

      区 

(ビルの名称等) 

事業所連絡先 電話番号 FAX番号 

同一所在地において行う事業等の種類 
実施

事業 

指定(許可)申請をす

る事業等の事業開

始予定年月日 

既に指定等を受けている事

業等の指定(許可)年月日 
様式 

居宅介護支援事業 

介護保険事業者番号 (既に指定又は許可を受けている場合) 

医療機関コード等 事業者区分 

記入担当者名 記入担当者連絡先 Tel．      Fax． 

 備考 1 「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。 

    2 「法人の種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」「財団法人」「株式会社」

「有限会社」等の別を記入してください。 

    3 「法人所轄庁」欄、申請(開設)者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。 

    4 「実施事業」欄は、今回申請及び既に指定等を受けているものを含めて、該当する欄に「○」を記入してください。なお、

今回の申請に伴って、法第72条第1項の規定に基づき、指定があったものとみなされる事業については、「実施事業」欄に「み

なし」と記載してください。 

    5 「指定(許可)申請をする事業等」欄は、該当する欄に事業等の開始(開設)予定年月日を記載してください。 

    6 「既に指定等を受けている事業等」欄は、介護保険法による指定事業者又は介護保険施設として指定(許可)された年月日(施

行法)第4条、第5条、第7条及び第8条の規定に基づき指定(許可)があったものとみなされたものについては「12．4．1」)を

記載してください。 

    7 健康保険法に基づく保険医療機関、保険薬局、老人保健施設又は老人訪問看護ステーションとして既に医療機関コード等

が付番されている場合には、そのコードを「医療機関コード等」欄に記載してください。複数のコードを有する場合には、

適宜様式を補正して、そのすべてを記載してください。 

    8 「事業所区分」欄は、申請者が医療機関コード等を持つ場合に、「医科」「歯科」「薬局」「老人保健施設」「訪問看護

ステーション」「その他(福祉系)」の別を記入してください。 

4



（参考様式２）

備考

代 表 者 経 歴 書

事 業 所 又 は 施 設 の 名 称

カナ

生年月日 年　　　　　月　　　　　日
氏名

主　な　職　歴　等

年    　月 　　 ～ 　　  年　    月 勤　務　先　等 職　務　内　容

別添

　「主な職歴等」には、代表者の要件を満たすことが分かる職歴等について記載ください。

認知症対応型    事業開設者研修修了証 写

5
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254 22 上下水道課 修正なし
255 23 上下水道施設課 修正なし
256 24 観光推進課 太宰府館管理運営事務 主な公文書 追加（太宰府館使用取消届出書) 見直しによる
257 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 事務等の名称 修正 見直しによる
258 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 記録項目 追加（性別）、削除（住所） 見直しによる
259 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 外部委託 修正（有→無） 見直しによる

260 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 対象者
追加（太宰府キャンパスネットワーク会議イベ
ント参加者）、削除4件

見直しによる

261 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 主な公文書
追加（太宰府キャンパスネットワーク会議構成
者名簿、太宰府キャンパスネットワーク会議イ
ベント参加者名簿）、削除

見直しによる

262 25 国際・交流課 太宰府キャンパスネットワーク関連事務 外部委託の状況 削除 見直しによる
263 26 産業振興課 森林台帳整備事務 事務等の名称 修正（森林→林地） 見直しによる
264 26 産業振興課 森林台帳整備事務 外部委託 修正（無→有） 見直しによる
265 26 産業振興課 森林台帳整備事務 外部委託状況の詳細 追加（朝日航洋／林地台帳保守） 見直しによる
266 26 産業振興課 水稲生産実施計画関連事務 記録項目 追加（生年月日・年齢、性別、資産状況） 見直しによる
267 26 産業振興課 水稲生産実施計画関連事務 主な公文書 追加（経営所得安定対策交付金交付申請書） 見直しによる
268 26 産業振興課 水稲生産実施計画関連事務 目的外利用の詳細 修正（農地台帳管理事務→農地転用、権利設定事務） 見直しによる

269 26 産業振興課 水稲生産実施計画関連事務 外部提供する外部機関の名称
追加（九州農政局福岡県拠点、福岡県福岡農林
事務所、JA筑紫、福岡農業協同組合）

見直しによる

270 26 産業振興課 農事組合関連事務 外部提供 修正（無→有） 見直しによる
271 26 産業振興課 農事組合関連事務 外部提供する外部機関の名称 追加（JA筑紫、福岡農業協同組合） 見直しによる
272 26 産業振興課 農業生産組織組合関連事務 事務等の名称 修正（農業生産組織組合関連事務→農業関係団体関連事務） 見直しによる
273 26 産業振興課 農業生産組織組合関連事務 利用目的 修正 見直しによる
274 26 産業振興課 緑地保護地区内土地の買収事務 記録形態 追加（文書・電磁的記録併用：無→有） 見直しによる
275 26 産業振興課 緑地保護地区内土地の買収事務 利用及び提供の状況 修正（有→無） 見直しによる
276 26 産業振興課 緑地保護地区内土地の買収事務 外部委託 修正（無→有） 見直しによる
277 26 産業振興課 緑地保護地区内土地の買収事務 外部委託状況の詳細 追加（大和不動産鑑定（株）／土地の不動産鑑定業務） 見直しによる
278 26 産業振興課 利用目的 修正（文言修正） 見直しによる
279 26 産業振興課 中小企業事業資金融資関連事務 利用目的 修正（文言修正） 見直しによる
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280 26 産業振興課 中小企業事業資金融資関連事務 記録項目 修正（資産状況） 見直しによる
281 26 産業振興課 中小企業事業資金融資関連事務 記録形態 追加（文書・電磁的記録併用：無→有） 見直しによる

282 26 産業振興課 消費生活相談事務 記録項目
追加（健康状態、家庭状況、収入状況、資産状
況、公的支援状況）

見直しによる

283 26 産業振興課 消費生活相談事務 記録形態 追加（文書・電磁的記録併用：無→有） 見直しによる
284 27 農業委員会事務局 農地台帳管理事務 記録形態 修正（図面・画像・電磁的記録併用「有」→「無」） 見直しによる
285 27 農業委員会事務局 農地台帳管理事務 収集方法 修正（本人：有→無） 見直しによる
286 27 農業委員会事務局 農地台帳管理事務 目的外利用等記録票 具体的根拠修正、記録項目追加（資産状況、税状況） 見直しによる
287 27 農業委員会事務局 農業者年金事務 利用目的 修正（文言修正） 見直しによる
288 27 農業委員会事務局 農業委員関連事務 対象者 修正（選挙及び選任委員→農業委員） 見直しによる
289 27 農業委員会事務局 農地転用、権利設定事務 利用目的 修正（文言修正） 見直しによる
290 27 農業委員会事務局 農地転用、権利設定事務 記録形態 追加（文書・電磁的記録併用：無→有） 見直しによる
291 27 農業委員会事務局 農地転用、権利設定事務 利用及び提供の状況 修正（無→有） 見直しによる
292 28 社会教育課 同和教育推進委員会関連事務 記録項目 追加（生年月日・年齢） 見直しによる
293 29 学校教育課 臨時・嘱託職員管理事務 名称 名称変更による修正 名称変更による
294 29 学校教育課 臨時・嘱託職員管理事務 利用目的 名称変更による修正 名称変更による
295 29 学校教育課 臨時・嘱託職員管理事務 対象者 名称変更による修正 名称変更による
296 29 学校教育課 臨時・嘱託職員管理事務 主な公文書 名称変更による修正 名称変更による
297 29 学校教育課 就学指導関連事務 事務等の名称 修正（就学指導→就学支援） 見直しによる
298 29 学校教育課 就学指導関連事務 利用目的 修正 見直しによる
299 29 学校教育課 就学指導関連事務 対象者 修正（教育支援委員会委員、文言修正1件） 見直しによる
300 29 学校教育課 就学指導関連事務 主な公文書 修正 見直しによる
301 29 学校教育課 就学指導関連事務 目的外利用の詳細 削除（保育児童課 保育所入所業務） 見直しによる
302 29 学校教育課 就学指導関連事務 目的外利用等記録票 削除（保育児童課 保育所入所業務） 見直しによる

303 29 学校教育課 就学指導関連事務 目的外利用等記録票
記録項目追加（健康状態、傷病歴、障害、身
体・性格の特徴）

見直しによる

304 29 学校教育課 講師等招へい事務 利用目的 名称変更による修正 名称変更による
305 29 学校教育課 講師等招へい事務 対象者 名称変更による修正 名称変更による
306 29 学校教育課 講師等招へい事務 主な公文書 名称変更による修正 名称変更による
307 29 学校教育課 小中学校臨時・嘱託職員管理事務 名称 名称変更による修正 名称変更による
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個人情報ファイル登録年月日  平成17年04月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 森林台帳整備事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

森林法の定めに基づき、森林台帳整備を行って平成28年5月から林地台帳を作成、平成31年4月か
ら公表し、地域森林整備業務を円滑に推進するために利用する。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

□識別番号

■氏名
■住所
□生年月日・年齢

□性別
□国籍・本籍
□世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
□電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

□収入状況
■資産状況
□税状況
□公的支援状況
□口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

□図面

□画像

■電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

□電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

□個人番号

収集方法
□本人
■本人以外(本人以外の詳細は別紙）

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

■有（詳細は別紙）

□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

□有

■無

外部委託 □有

■無

太宰府市内に森林を保有する所有者

森林簿 林地台帳

特定個人情報
該当の有無

□有

■無

商工・農政係1290300-001管理項目 産業振興課80ID

林地
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森林台帳整備事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 市長

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

（※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

保有課所属名称 事務等の名称 根拠条文　条-項-号保有課実施機関

税務課 土地課税事務市長 54 8-1-2

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

福岡県農林事務所 7-3-2

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

福岡県農林水産部農産漁村振興課森林計画係 8-1-2

□有　■無

商工・農政係1290300-001管理項目 産業振興課80ID

朝日航洋　林地台帳保守
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個人情報ファイル登録年月日  平成17年04月01日

個人情報ファイル廃止年月日

事務等の名称 農地台帳管理事務

個人情報ファイ
ルの利用目的

農業委員会等に関する法律の定めによる所掌事務と農業振興に必要な農地基本情報を管理する。

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

記録項目（追加がある場合は別紙）

■識別番号

■氏名
■住所
■生年月日・年齢

■性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

□収入状況
□資産状況
□税状況
□公的支援状況
□口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴

記録形態 ■文書

■図面

■画像

■電磁的記録併用有

■電磁的記録併用有

■電磁的記録併用有

対象者

主な公文書

（追加がある場合は別紙）

□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

個人情報ファイル登録票

様式第１号（第３条第１号関係）

□個人番号

収集方法
■本人
■本人以外(本人以外の詳細は別紙）

利用及び提供
の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）

■有（詳細は別紙）

□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無

□有

■無

外部委託 ■有（外部委託の詳細は別紙）

□無

太宰府市内農地所有者

農地台帳 耕作証明書

特定個人情報
該当の有無

□有

■無

農業委員会係1290300-002管理項目 農業委員会事務局170ID
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農地台帳管理事務付表（ ）

外部委託状況の詳細

記録形態の追加

記録項目の追加・補足等

本人以外の収集方法の詳細

条例第8条の目的外利用及び外部提供の詳細

◇当該事務の内容を目的外に又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務が目的外又は実施機関を超えて利用する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の内容を外部提供する外部機関等の名称

実施機関 農業委員会

条例第8条の2の特定個人情報の照会及び提供の詳細

◇当該事務が番号法第19条に基づき特定個人情報を照会する市の所属名称及び事務等の名称

◇当該事務の保有特定個人情報を番号法第19条に基づき提供する市の所属名称及び事務等の名称

住民基本台帳法の趣旨による基本情報の利用(特定個人情報を除く。)

◇当該事務が情報収集する外部機関等の名称 （※委託による収集は下記外部委託状況の詳細のとおり）

朝日航洋 農地台帳保守/

保有課所属名称 事務等の名称 根拠条文　条-項-号保有課実施機関

税務課 固定資産税賦課事務市長 58 8-1-2

産業振興課 水稲生産実施計画関連事務市長 82 8-1-2

機関等の名称 根拠条文　条-項-号

農業委員会ネットワーク機構 8-1-2

農地中間管理機構 8-1-2

■有　□無

農業委員会係1290300-002管理項目 農業委員会事務局170ID
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様式第6号

個人情報ファイル外部提供記録票

事務等の名称
（提供課）

農地台帳管理事務

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

■識別番号
■氏名
■住所
■生年月日・年齢

■性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

□収入状況
□資産状況
□税状況
□公的支援状況
□口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴
□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

提供開始年月日  平成29年04月01日

提供廃止年月日

農業委員会法第51条、第51条の2、第52条、第52条の2

太宰府市個人情報保護条例第8条第1項第2号

農業の生産性の向上に資するため、農業経営の規模の拡大、農作の事業に供される農
用地の集団化、農業への新たな農業経営を営もうとする者の参入の促進等による農用
地利用の効率化及び高度化の促進を図るため。

【記録項目の追加・補完等】

記録項目

外部提供先
機関の名称

農地中間管理機構

具体的根拠（外
部提供する具体
的根拠及び理由
） 【第8条第1項第2号該当の場合、外部提供が可能である具体的根拠法令】

【外部提供する理由】

農業委員会係管理項目 農業委員会事務局170
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様式第6号

個人情報ファイル外部提供記録票

事務等の名称
（提供課）

農地台帳管理事務

経済状況 収集制限項目社会生活 その他戸籍的事項 心身の状況

■識別番号
■氏名
■住所
■生年月日・年齢

■性別
□国籍・本籍
■世帯主・続柄
□親族関係
□婚姻歴

□健康状態
□傷病歴
□障害
□身体・性格の
特徴

□学業・学歴
□職業・職歴
□資格
□賞罰
□地位
□加入団体
□主張
□成績・評価

□家庭状況
□居住状況
□趣味・嗜好
■電話番号
□ＦＡＸ番号
□印影

□収入状況
□資産状況
□税状況
□公的支援状況
□口座番号

□思想・信条
□宗教
□人種・民族
□犯罪歴
□社会的差別の原
因となるおそれの
ある事項

提供開始年月日  平成29年04月01日

提供廃止年月日

農業委員会法第51条、第51条の2、第52条、第52条の2

太宰府市個人情報保護条例第8条第1項第2号

農業の生産性の向上に資するため、農業経営の規模の拡大、農作の事業に供される農
用地の集団化、農業への新たな農業経営を営もうとする者の参入の促進等による農用
地利用の効率化及び高度化の促進を図るため。

【記録項目の追加・補完等】

記録項目

外部提供先
機関の名称

農業委員会ネットワーク機構

具体的根拠（外
部提供する具体
的根拠及び理由
） 【第8条第1項第2号該当の場合、外部提供が可能である具体的根拠法令】

【外部提供する理由】

農業委員会係管理項目 農業委員会事務局170
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2

※市町村が有する農地台帳データをＬＧＷＡＮ回線を
通じて、クラウド上のシステムに送る。



3



4



5



6
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8
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10



11



太宰府市長が取り扱う個人情報の保護に関する太宰府市個人情報保護条例施行規則（平成16年規則第38号）新旧対照表 

現行 改正案 

（本人確認に必要な書類等） （本人確認に必要な書類等） 

第６条 条例第13条第2項、条例第19条第3項、条例第20条第4項、条例

第23条第3項及び条例第25条第3項に規定する本人であることを証明

するために必要な書類は、次に掲げる書類とする。 

第６条 条例第13条第2項、条例第19条第3項、条例第20条第4項、条例

第23条第3項及び条例第25条第3項に規定する本人であることを証明

するために必要な書類は、次に掲げる書類とする。 

(1)         運転免許証、健康保険の被保険者証、旅券そ

の他法令の規定に基づき交付された書類であって、開示請求しよ

うとする者（以下「開示請求者」という。）が本人であることの

確認をするため必要と認められる書類 

(1) 個人番号カード、運転免許証、健康保険の被保険者証、旅券そ

の他法令の規定に基づき交付された書類であって、開示請求しよ

うとする者（以下「開示請求者」という。）が本人であることの

確認をするため必要と認められる書類 

(2)  やむを得ない理由により、前号に掲げる書類を提出し、又は提

示することができない場合には、当該開示請求者が本人であるこ

とを確認するために必要と認められる書類 

(2)  やむを得ない理由により、前号に掲げる書類を提出し、又は提

示することができない場合には、当該開示請求者が本人であるこ

とを確認するために必要と認められる書類 

２～３  （略） ２～３  （略） 
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様式第１号(第３条第１号関係) 

個人情報ファイル登録票

個人情報ファイル登録年月日

個人情報ファイル廃止年月日

年   月   日

年   月   日

事務の名称

特定個人情報

該当の有無

□有

□無

個人情報ファ

イルの利用目

的

記録項目（追加がある場合は別紙）

戸籍的事項 心身の状況 社会生活 その他 経済状況 収集制限項目

□識別番号

□個人番号

□氏名

□住所

□生年月日・年

齢

□性別

□国籍・本籍

□世帯主・続柄

□親族関係

□婚姻歴

□健康状態

□傷病歴

□障害

□身体・性格の

特徴

□学業・学歴

□職業・職歴

□資格

□賞罰

□地位

□加入団体

□主張

□成績・評価

□家庭状況

□居住状況

□趣味・嗜好

□電話番号

□FAX番号
□印影

□メールアドレ

ス

□収入状況

□資産状況

□税状況

□公的支援状況

□口座番号

□思想・信条

□宗教

□人種・民族

□犯罪歴

□社会的差別の
原因となるおそ
れのある事項

記録形態

□文書    □電磁的記録併用有   
□図面    □電磁的記録併用有   
□画像    □電磁的記録併用有

収集方法

□本人
□本人以外

利用及び提供

の状況

目的外利用又は外部提供の有無（保有特
定個人情報を除く。）
□有 
□無

保有特定個人情報の照会又は提供の有無
□有
□無

外部委託
□有 
□無 

対象者

・

主な公文書

・

管理項目
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様式第２号(第３条第２号関係) 

保有個人情報開示請求書 

年  月  日

            様 

請求者（来庁者・郵送提出者のお名前） 

(〒      )    

住 所                  

氏 名                  

電話番号                  

太宰府市個人情報保護条例第12条の規定により、次のとおり個人情報の開示を請求します。 

個人情報保有者本人の

氏名及び住所（請求者

と同一の場合は記入不

要） 

住 所 太宰府市 

氏 名

電 話 番 号

開 示 請 求 に 係 る個

人 情 報 の 内 容

開示を請求する個人情報が特定できるよう具体的に記入してください。

請 求 者 の 区 分

1 本人 2 未成年者の法定代理人 3 成年被後見人の法定代理人 

4 任意代理人 

5 本人死亡の場合の被相続人等（続柄              ） 

希 望 す る 開 示 方 法 1 閲覧    2 写しの交付 （         ）  3 視聴 

① 各欄に必要な事項を記入し、該当する番号を○で囲んでください。 

② 請求の際は、請求者本人であることを証明するために必要な書類(マイナンバーカード、運転免許

証、健康保険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提示してください。 

③ 法定代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、その資格を証明する書類(戸籍謄本等)

を提出し、又は提示してください。 

④ 任意代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、本人の記名及び押印がある委任状並び

に個人情報保有者本人が証明できる書類も提出又は提示してください。 

⑤ 本人死亡の場合の被相続人等が請求する場合は、②に係る書類のほか、資格等を証明できる書類も提

出又は提示してください。 

※郵送の場合は、②～⑤の必要書類を複写して同封してください。 

 実施機関記入欄(以下の欄は、記入しないでください。) 

請

求

者

の

区

分 

１～5共通
□ マイナンバーカード  □ 運転免許証  □ 健康保険の被保険者証 

□ 旅券  □ その他(     )  

2･3の場合 □ 戸籍謄本  □ その他(                              ) 

４ の 場 合 □ 委任状 □ 個人情報保有者本人が証明できる書類（            ） 

５ の 場 合 □ 請求者が被相続人等であることが証明できる書類（              ） 

所 管 課       部      課      係 (内線     ) 
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様式第3号(第3条第3号関係) 

保有個人情報開示決定通知書 

第     号 

年  月  日 

            様 

印   

      年  月  日付けで開示請求のあった個人情報については、次のとおり

開示することを決定しましたので、太宰府市個人情報保護条例第17条第1項の規定により

通知します。 

開示請求に係る

個人情報の内容

開 示 の 日 時       年   月   日 

開 示 の 場 所

開 示 の 方 法 1 閲覧   2 写しの交付   3 視聴 

所 管 課     部    課    係 (電話     内線   ) 

備 考

 (注) 1 個人情報の開示を受ける際は、この通知書を提示するとともに、本人である

ことを証明するために必要な書類(マイナンバーカード、運転免許証、健康保

険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提示してください。 

    2 条例第12条第2項の法定代理人が開示を受ける場合は、法定代理人に係る1の

書類のほか、その資格を証明する書類(戸籍謄本等)を提出し、又は提示してく

ださい。 

    3 当日ご都合が悪いときは、あらかじめ所管課までご連絡ください。 

    4 写しの作成に要する費用等が必要な場合は、備考欄に記入しています。 
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様式第4号(第3条第4号関係) 

保有個人情報部分開示決定通知書 

第     号  

年  月  日  

        様 

印 

     年  月  日付けで開示請求のあった個人情報については、一部を除いて次のとおり

開示することを決定しましたので、太宰府市個人情報保護条例第17条第1項及び第2項の規定により

通知します。 

開 示 請 求 に 係 る

個 人 情 報 の 内 容

開 示 の 日 時      年   月   日 

開 示 の 場 所

開 示 の 方 法 1 閲 覧   2 写しの交付   3 視 聴 

一部を開示しない理由
太宰府市個人情報保護条例第  条第  項第  号に該当 

(理由) 

※一部の個人情報を開示し

ない理由がなくなる期日
     年   月   日 

所 管 課 部    課    係 (電話    内線   ) 

備 考

(教示) 

1 この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3月以内

に、［   ］に対して審査請求をすることができます。 

2 この決定の取消しを求める訴えは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以

内に、太宰府市を被告として(訴訟において太宰府市を代表するものは、実施機関となります。)、

提起することができます。なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して6月以内で

あっても、決定の日の翌日から起算して1年を経過すると、決定の取消しの訴えを提起することが

できなくなります。 

  ただし、審査請求をした場合の決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこ

とを知った日の翌日から起算して6月以内に提起することができます。 

(注) 

1 個人情報の開示を受ける際は、この通知を提示するとともに、本人であることを証明するために

必要な書類(マイナンバーカード、運転免許証、健康保険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提

示してください。 

2 条例第12条第2項の法定代理人が開示を受ける場合は、法定代理人に係る1の書類のほか、その資

格を証明する書類(戸籍謄本等)を提出し、又は提示してください。 

3 当日ご都合が悪いときは、あらかじめ所管課までご連絡ください。 

4 ※印の欄は、一部について個人情報の開示をしない理由がなくなる期日であり、その期日をあら

かじめ明示することができる場合に記載していますので、当該個人情報の開示を希望されるとき

は、この期日以降に改めて請求してください。 

5 写しの作成に要する費用等が必要な場合は、備考欄に記入しています。 
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様式第 10号(第３条第 10号関係) 

保有個人情報訂正請求書 

年  月  日

            様 

請求者（来庁者・郵送提出者のお名前） 

(〒      )    

住 所                  

氏 名                  

電話番号                  

太宰府市個人情報保護条例第20条第1項の規定により、次のとおり個人情報の訂正を請求します。 

個人情報保有者本人の

氏名及び住所（請求者

と同一の場合は記入不

要） 

住 所 太宰府市 

氏 名

電 話 番 号

訂 正 請 求 に 係 る個

人 情 報 の 内 容

訂正を請求する個人情報が特定できるように具体的に記入してください。 

訂 正 を 求 め る 内 容

どのように訂正することを求めるのか具体的に記入し、事実に合致することを証明する

書類等を提出し、又は提示してください。 

請 求 者 の 区 分

1 本人 2 未成年者の法定代理人 3 成年被後見人の法定代理人 

4 任意代理人 

5 本人死亡の場合の被相続人等（続柄              ） 

希 望 す る 開 示 方 法 1 閲覧    2 写しの交付 （         ）  3 視聴 

① 各欄に必要な事項を記入し、該当する番号を○で囲んでください。 

② 請求の際は、請求者本人であることを証明するために必要な書類(マイナンバーカード、運転免許

証、健康保険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提示してください。 

③ 法定代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、その資格を証明する書類(戸籍謄本等)

を提出し、又は提示してください。 

④ 任意代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、本人の記名及び押印がある委任状並び

に個人情報保有者本人が証明できる書類も提出又は提示してください。 

⑤ 本人死亡の場合の被相続人等が請求する場合は、②に係る書類のほか、資格等を証明できる書類も提

出又は提示してください。 

※郵送の場合は、②～⑤の必要書類を複写して同封してください。 

 実施機関記入欄(以下の欄は、記入しないでください。) 

請

求

者

の

区

分 

１～5共通
□ マイナンバーカード  □ 運転免許証  □ 健康保険の被保険者証 

□ 旅券  □ その他(     ) 

2･3の場合 □ 戸籍謄本  □ その他(                              ) 

４ の 場 合 □ 委任状 □ 個人情報保有者本人が証明できる書類（            ） 

５ の 場 合 □ 請求者が被相続人等であることが証明できる書類（              ） 

所 管 課       部      課      係 (内線     ) 
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様式第 14号(第３条第 14号関係) 

保有個人情報削除請求書 

年  月  日

            様 

請求者（来庁者・郵送提出者のお名前） 

(〒      )    

住 所                  

氏 名                  

電話番号                  

太宰府市個人情報保護条例第23条第1項の規定により、次のとおり個人情報の削除を請求します。 

個人情報保有者本人の

氏名及び住所（請求者

と同一の場合は記入不

要） 

住 所 太宰府市 

氏 名

電 話 番 号

削 除 請 求 に 係 る個

人 情 報 の 内 容

削除を請求する個人情報が特定できるよう具体的に記入してください。

削除を求める内容及び

理 由

削除を求める内容及び理由を具体的に記入してください。

請 求 者 の 区 分

1 本人 2 未成年者の法定代理人 3 成年被後見人の法定代理人 

4 任意代理人 

5 本人死亡の場合の被相続人等（続柄              ） 

希 望 す る 開 示 方 法 1 閲覧    2 写しの交付 （         ）  3 視聴 

① 各欄に必要な事項を記入し、該当する番号を○で囲んでください。 

② 請求の際は、請求者本人であることを証明するために必要な書類(マイナンバーカード、運転免許

証、健康保険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提示してください。 

③ 法定代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、その資格を証明する書類(戸籍謄本等)

を提出し、又は提示してください。 

④ 任意代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、本人の記名及び押印がある委任状並び

に個人情報保有者本人が証明できる書類も提出又は提示してください。 

⑤ 本人死亡の場合の被相続人等が請求する場合は、②に係る書類のほか、資格等を証明できる書類も提

出又は提示してください。 

※郵送の場合は、②～⑤の必要書類を複写して同封してください。 

 実施機関記入欄(以下の欄は、記入しないでください。) 

請

求

者

の

区

分 

１～5共通
□ マイナンバーカード  □ 運転免許証  □ 健康保険の被保険者証 

□ 旅券  □ その他(     ) 

2･3の場合 □ 戸籍謄本  □ その他(                              ) 

４ の 場 合 □ 委任状 □ 個人情報保有者本人が証明できる書類（            ） 

５ の 場 合 □ 請求者が被相続人等であることが証明できる書類（              ） 

所 管 課       部      課      係 (内線     ) 
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様式第 18号(第３条第 18号関係) 

保有個人情報目的外利用等中止請求書 

年  月  日

            様 

請求者（来庁者・郵送提出者のお名前） 

(〒      )    

住 所                  

氏 名                  

電話番号                  

 太宰府市個人情報保護条例第25条第1項の規定により、次のとおり個人情報の目的外利用等の中止を請

求します。 

個人情報保有者本人の

氏名及び住所（請求者

と同一の場合は記入不

要） 

住 所 太宰府市 

氏 名

電 話 番 号

目的外利用等の中止請

求 に 係 る 個 人 情 報

の 内 容

目的外利用等の中止請求に係る個人情報が特定できるよう具体的に記入してください。

目的外利用等の中止を

求める内容及び理由

目的外利用等の中止を求める内容及び理由を具体的に記入してください。 

請 求 者 の 区 分

1 本人 2 未成年者の法定代理人 3 成年被後見人の法定代理人 

4 任意代理人 

5 本人死亡の場合の被相続人等（続柄              ） 

希 望 す る 開 示 方 法 1 閲覧    2 写しの交付 （         ）  3 視聴 

① 各欄に必要な事項を記入し、該当する番号を○で囲んでください。 

② 請求の際は、請求者本人であることを証明するために必要な書類(マイナンバーカード、運転免許

証、健康保険の被保険者証、旅券等)を提出し、又は提示してください。 

③ 法定代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、その資格を証明する書類(戸籍謄本等)

を提出し、又は提示してください。 

④ 任意代理人が請求する場合は、代理人に係る②の書類のほか、本人の記名及び押印がある委任状並び

に個人情報保有者本人が証明できる書類も提出又は提示してください。 

⑤ 本人死亡の場合の被相続人等が請求する場合は、②に係る書類のほか、資格等を証明できる書類も提

出又は提示してください。 

※郵送の場合は、②～⑤の必要書類を複写して同封してください。 

 実施機関記入欄(以下の欄は、記入しないでください。) 

請

求

者

の

区

分 

１～5共通
□ マイナンバーカード  □ 運転免許証  □ 健康保険の被保険者証 

□ 旅券  □ その他(     )  

2･3の場合 □ 戸籍謄本  □ その他(                              ) 

４ の 場 合 □ 委任状 □ 個人情報保有者本人が証明できる書類（            ） 

５ の 場 合 □ 請求者が被相続人等であることが証明できる書類（              ） 

所 管 課       部      課      係 (内線     ) 
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